

























































































































































































































































































対外債権 一541億ドル 553億ドル 179兆2，570億円
（2003。1） （20023）




為替レート 1，965 1，200 l16（￥／＄）
（ウォン／ドル） （1997ユ224） （2003。5ユ3） （2003。5ユ3）
失業率 6．8％ 3．6％ 日本　　5。4％
失業者数 178万 82万（2003。2） 384万（2003。4）
就業者数 　　　島Pρ93力 2，149万（2003。2） 6，266万（2003。3）








部門 主要措遣 成果 問題点
金融 金融機関整理
竝s14、総合金融28、
ﾘ券8、保険15など
U31で固を整理　（02。6）
対外信任度の改善
謳i金融慣行の導入
s良債権の整理
S金融機関
撃P2兆ウォン（98）から、
R2。1兆（02．6）
�I資金100兆
経営責任の問題
蜴闍竝sの国有化と
ｭ府の役割
企業 企業の整理
燒ｱ構造の改善
o＝営の透明性の改善
R0代グループ系列社
W04（98）から600（02）
?v基準の国際化
ﾐ外取締役制
量的指標の改善
謳iの企業制度の導入
Moral　Hazard
V設制度の定着の問題
労働 労働市場の柔軟化
ﾐ会安全網の構築
柔軟性の改善
ﾙ用保険、国民基礎生活
ﾛ障法の実施
X8からOlまで20兆を失業
ﾎ策へ投入
新設制度の定着の問題
J働インセンティブの低
ｺ疎外層の抵抗
公共 行政制度の改変
ｯ営化の推進
X8からOlまで14万整理
組織改編と人的整理
黶E狽ﾌ公企業の売却
中央行政の集中化
loral　Hazard
注）三星経済研究所（1999）から作成
5．対外依存的経済と経済危機　：事例としての韓国経済
　現在の世界経済は、貿易というモノの流れに加えて、国際資本移動の自出化に伴い、カネの流
れも国境を越えて行われている（ヒトと情報も同様である）。標準的なマクロ経済理論では、こ
うした開放経済の拡大化と深化は、すべての経済に厚生水準の向上をもたらすものであって．原
則として輸出、輸入と資本移動等に関わる規制撤廃を求めている。これは、完全競争市場におい
て最も高い経済効率性が達成できる、という結論を拡大解釈（世界経済という範疇に）するよう
なものである。
　しかし．完全競争市場はいくつかの仮定のもとで成立するものであり、例えば情報の非対称性
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があった場合、完全競争市場は成立しなくなる。つまり．取引主体における機会主義的な行動が
可能な場合、効率性は一般的に保たれない。こうした状況では、如何に効率性を侵害する行動を
低いコストで抑制しながら全体の効率性を高めるか．が議論の要になる。最近のミクロ経済学に
おける理論の多くは、戦略的な意思決定を行う経済主体間の問題を取り上げて、その解決を試み
る内容である。
　以下では、「繰り返しゲーム（repeated　game）」の文脈から、対外依存的な経済における経済
危機の可能性を論じることにする。
　繰り返しゲームとは、一一定の利害関係をもつ経済主体が関係（取引）を繰り返す状況において、
ある経済主体の機会主義的な行動を分析するもので、一・回限りの関係よりは長期の関係から経済
の効率性が高まることを考察するものである。基本的に一回限りの関係において機会主義的な行
動から得られる利益より、繰り返しの関係にすることによって得られる利益が大きくなる仕組み
の可能性が分析の焦点になる。つまり、継続される関係で相手を裏切り、自己利益の最大化を図
るよりは．当初の約束通りの行動をお互いに取り、関係を持続した方が自己利益につながること
である10。
　因みに、関係の持続からの利益は、継続的な取引の成立のような正の性質の利益と、機会主義
的な行動をとった場合に何らかの罰則を与えることから生じる機会費用のような負の性質の2つ
がありうる。
　こうした内容を、開放経済における経済間の関係で解釈すると、お互いに経済の開放政策を継
続的に取り、自国の経済のための何らかの規制（保護主義的な規制など）を取らないことが、開
放経済の諸経済の利益につながることになる。この点において、モノの流れである貿易は、相手
国の機会主義的な行動が把握しやすく（情報の非対称性が低い）．同時に自由貿易からの参加国
の期待利益は一般的に高い（多くの地域で自由貿易に関する協定が進んでいる状況からでも容易
に理解できる）。また．相手国の機会主義的な行動に対する罰則も取りやすい（すぐ保護主義的
な規制を実行できる）。
　しかし．カネの流れの自由化による国際資本移動の増加は、貿易の場合といくつかの側面で性
質が異なる。すなわち、自発的な参加、相手国の行動に関する情報の非対称の低さ、関係の継続
から期待できる利益の不確実性．罰則の実行可能性などの側面から見ると、ほぼ貿易の場合とは
正反対の性質になる可能性が高い。従って、開放経済における資本移動の自由化がもたらす参加
国の厚生水準の向上は、そう簡単に期待できる事柄ではなく、相互の利益を確保するために必要
な仕組みの構築が前提になる。
　むしろ、資本移動の大きさから剖断ずると、主要国に圧倒的な強い機会主義的な行動への誘因
が存在している現実から、先述したような必要な仕組みを主要国自ら提案してくる可能性も低い
と言わざるを得ない。さらに、多くの経済が貿易拡大の代価として、アメリカ主導の金融開放化
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を余儀なくされている。自国の実体経済の循環と、それに伴う国内政治的な圧力から、貿易面の
保護主義的な規制を実行できる可能性も非常に限られてしまうことから、主要国を相手に金融面
からの是正を強く要請しても、その実現は期待できない。
　これまでは、開放経済における経済主体を暗黙的に一国経済（国家）として想定して議論して
いるが、現在の世界経済では国家という単位を超えて行動する企業の存在が著しい。昨今の金融
危機をめぐる議論においても金融活動におけるそうした企業の存在が浮き彫りになっている。一
方、前節までの内容から確認できるように、韓国経済においても、必ずしも利害関係が一致しな
い主体として、政府、企業、労働者のような経済主体の多元化が進んでいる。つまり、開放経済
の拡大と同時に、異なる利害関係をもつ経済主体の多元化が国内外で生じている。
　以下、こうした現象を、経済システムの文脈に関する議論を踏まえて、韓国経済の事例から経
済危機との関連に焦点をおいて議論する。
　まず、韓国経済の形成時期を前後した出来事のなかで、その形成の決定的な外部要因になった
ことは、朝鮮半島の分罰による「信託統治から帰結する混合経済の成立」である。要するに、
「韓国型経済発展システム」の直前には、計画主義の経済システムからではなく「米国を中心と
した西側に属する混合経済」からの出発という段階があった。西側に属する混合経済の成立は、
外部的には、Woo℃umings［1997］が強調するように、短期的には多額の援助と長期的には地
政学的な位置から．世界の覇者である米国から最大限のレソトを引き出す可能性のあったことが
あげられる。
　前者の援助は、消費財を中心としたものであり、積極的な⊥業化の促進による経済成長をもた
らすにはほど遠いものであった。しかし、後者の地政学的な位置は、「韓国型経済発展システム」
がその後に日本からの輸入と米国への輸出から成立する外部依存的な成長戦略を選択する大きな
誘因にもなる。こうした韓国経済の対外依存的な経済としての基本的な性格は、その後の韓国経
済に関するマクロ経済指標からも容易に確認できる。
　一方、韓国経済は、1997年を前後して、もともとは政府と企業の2者からなる単純な2極構i
造から、短期志向の「集権型政府」、2種類の「集権型企業」、労働者層という4つの主体が私的
な便益を目的とした行動を展開する事実上の混沌状態への転落している。混沌状態というのはシ
ステムにおける相互調整の役罰を果たす主体が不在化した一方で、代替的な新たな統治システム
が成立したわけでもないからである。
　こうした環境で．既に優位性を獲得した上位の「財閥」は、もはや積極的に政府と関係を保持
する必要もなく、かえって政府からの数々の依頼に苛立ちすら見せるほどであった。それに代わっ
て、経済危機に至るまで露骨に披露される政権と「財閥」との関係は．10大以下の「財閥」と
の関係になる1i。
　先述したように、1990年代に入ってから．米国の資本市場開放の圧力が強まる。1989年、韓
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国政府は米国政府との間で金融政策会議の開催に合意し、1991年まで3次にわたる会議が開か
れる。それ以降も、1996年にOECDとの合意で、2000年までの自由化・開放化の計画が決まる。
　すなわち、こうした金融面における経済の開放化を、政権の単任制から本来機会主義的な行動
に走りやすい当時の集権的な政府と、上位の「財閥」との競合関係にあった10大以下の「財閥」
が．積極的に対外資本を機会主義的に利用したことになる。経済危機後、ほとんどの10大以下
の「財閥」が解体された結果から推測できるように、当時の資源配分が経済効率性に基づいた内
容であったとは言い難い。経済危機を前後した政権交代の過程で披露された政権と「財閥」の間
の不正と癒着関係がその一部を代弁している。
　対外依存的な経済において、国内の経済主体の多元化に伴い、機会主義的な行動を抑制できる
新しいガバナンス・システムの構築は、韓国経済の場合、政権の透明性、大統領の任期改正、
「財閥」を含む企業集団の金融面における規制などを今後如何に推進していくかに依存している。
　なぜ、一一国内部のガバナンス・システムの構築が求められるかは、単に内部の機会主義的な行
動を抑制するためではない。開放経済における外部からの機会主義的な行動に対する罰則が実施・
強化できない対外依存的な経済な周辺国にとって、自ら実施できる数少ない戦略の1つになるか
らである。これは、開放経済全体のレベルで国際資本移動の自由化に関する規制強化が確立する
までとその後も含めての意味である。
嚇、結びに代えて
　韓国経済のように対外依存度が高い経＝済は、貿易の拡大に対する代価として主要国と問に資本
移動の開放を認めざるを得ない。こうした状況において．国内経済における各主体の機会主義的
な行動を抑制するシステムの確立が不十分である多くの経済は、主要国（あるいは国際的な投機
資金など）による機会主義的な行動に、国内の一部の経済主体が同調することから、金融危機か
ら発展する経済危機の可能性は恒常的なものになる可能性が高い。
　飲酒運転の規制は、目的が飲酒の規制ではなく、一定量以上の酒を飲んだ人の運転を規制する
ためである。同様に国際資本移動の自由化に対する今後の規制強化も、各経済の貯蓄と投資のバ
ランスから生じる資本移動自体が経済的に有害な行動であるという認識ではなく、その過程であ
りうる機会主義的な行動を如何に各国が協調して規制していくかが主な内容になる。国内経済に
比べて規制体系の確立と実行が容易ではないことが危惧される。
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